
1 

○日光市商業活性化事業費補助金交付要綱 

平成３０年４月１日 

告示第２６号 

改正 令和４年４月１日告示第３５号 

（趣旨） 

第１条 市の交付する日光市商業活性化事業費補助金（以下「補助金」という。）

については、日光市補助金等交付規則（平成１８年日光市規則第５９号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（目的） 

第２条 補助金は、市内において商業等を営む者が中心となり自主的かつ意欲的に

実施する事業に要する経費の一部を補助し、活気及びにぎわいのあるまちづくり

を推進し、もって本市の商業の活性化に資することを目的として交付する。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることのできるもの（以下「補助対象者」という。）

は、次のいずれにも該当する組織（以下「商業者グループ」という。）とする。 

(１) 組織の構成員全員が市内に住所を有する者又は市内で商業等を営む者であ

ること。 

(２) ５人以上の者で組織する公益性及び一体性のある組織であること。 

(３) 組織の構成員の３分の２以上の者が商業又はサービス業を営んでいること。 

(４) 商業活性化のための事業（新規の事業に限る。）を行う組織（既存の商店

街団体を含む。）であること。 

（補助対象事業等） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、別

表のとおりとする。 

２ 補助金の額は、補助対象事業に要した経費（以下「補助対象経費」という。）

に２分の１を乗じた額（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨て

た額）とし、５０万円を限度とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、他の補助金の対象となっている費用については、補

助対象経費としない。 

４ 補助金は、一の補助対象者につき、一の年度１回限りとし、通算で３回を限度

として交付する。 
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５ 補助金の交付期間は、最初に補助金の交付を受けた日の属する年度の翌年度か

ら起算して６年以内とする。 

（令４告示３５・一部改正） 

（商業者グループの認定申請） 

第５条 第３条の商業者グループを組織する者は、市長の認定を受けなければなら

ない。 

２ 前項の認定を受けようとする者（以下「認定申請者」という。）は、商業者グ

ループ認定申請書（様式第１号。以下「認定申請書」という。）に必要な書類を

添えて、市長に提出するものとする。 

（令４告示３５・全改） 

（商業者グループの認定等） 

第６条 市長は、前条に規定する認定申請書の提出があったときは、当該申請に係

る書類の審査、必要に応じて行う現地調査等により、認定すべきものと認めたと

きは、速やかに認定を、認定することが不適当と認められるときは、速やかに認

定しない旨の決定を行い、商業者グループ（認定・不認定）通知書（様式第２号）

により認定申請者に通知するものとする。 

２ 前項の認定を受けた認定申請者（以下「認定者」という。）が、翌年度以降に

この要綱による補助金の交付を受けようとするときは、当該申請を省略すること

ができる。 

３ 認定者は、商業者グループの形態等を変更し、又は商業者グループを廃止しよ

うとするときは、商業者グループ変更（廃止）申請書（様式第３号）により、市

長の承認を受けなければならない。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする認定者（以下「交付申請者」という。）は、

規則第４条に規定する補助金等交付申請書に日光市商業活性化事業計画書（様式

第４号）その他必要な書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 前項における交付申請者が一の法人であるときは、当該交付申請の際に、市税

及び公共料金の納付状況に関する調査の同意書（様式第５号）を提出しなければ

ならない。 

３ 第１項の交付申請書の提出を行うに当たり、補助金に係る消費税仕入控除税額

（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法
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（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除でき

る部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する

地方消費税の税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た額をいう。

以下同じ。）がある場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、

申請時において補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかでない場合は、この限

りでない。 

（実績報告） 

第８条 交付申請者は、補助対象事業が完了したときは、速やかに日光市商業活性

化事業実績報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。 

(１) 事業実績書 

(２) 収支決算書 

(３) 補助対象経費の支払いが分かる書類 

(４) 補助事業の実施内容が分かる写真 

２ 交付申請者のうち前条第３項ただし書に該当する者は、前項の実績報告を行う

に当たり、補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかな場合には、これを補助金

の交付決定額から減額して報告しなければならない。 

（消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第９条 補助対象事業完了後において、消費税及び地方消費税の申告により補助金

に係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、消費税仕入控除税額報告書（様

式第７号）により速やかに市長に報告しなければならない。 

２ 市長は、前項の報告があった場合には、消費税仕入控除税額の全部又は一部の

返還を命じることができる。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年４月１日告示第３５号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に改正前の日光市商業活性化事業費補助金交付要綱第４

条の規定による補助金の交付を受けている者に対する２回目以降の補助金の交付

については、改正後の日光市商業活性化事業費補助金交付要綱第４条第２項の規

定にかかわらず、なお従前の例による。 

別表（第４条関係） 

補助対象事業内容 

区分 内容 

組織力・経営力強化事業 研修、講演会その他組織力又は経営力を強化する事業

であって、市長が適当と認めるもの 

イベント等開催事業 商業活性化のために行うイベント等を実施する事業で

あって、市長が適当と認めるもの 

環境整備事業 ベンチ、案内看板、プランター等を設置する環境整備

事業であって、市長が適当と認めるもの 
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様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第７条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

様式第６号（第８条関係） 

様式第７号（第９条関係） 

 


